
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　点火プラグと、気筒内へ直接的に燃料を噴射する燃料噴射弁とを具備して圧縮行程燃料
噴射による成層燃焼と吸気行程燃料噴射による均質燃焼とを実施する筒内噴射式火花点火
内燃機関において、前記成層燃焼時には吸気行程で気筒内に形成されるタンブル流を前記
均質燃焼時に比較して弱くすることを可能とするタンブル流強弱可変手段を具備し、前記
タンブル流強弱可変手段は、吸気ポート内へ流入する吸気圧力を変化させるための吸気圧
可変機構を有し、前記成層燃焼時には前記均質燃焼時に比較して前記吸気圧可変機構によ
り少なくとも吸気弁のリフト後半において前記吸気圧力を減少させることを特徴とする筒
内噴射式火花点火内燃機関。
【請求項２】
　前記タンブル流強弱可変手段は、前記成層燃焼時には前記均質燃焼時に比較して前記吸
気圧可変機構により少なくとも前記吸気弁のリフト前半において前記吸気圧力を増加させ
ることを特徴とする請求項１に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関。
【請求項３】
　ピストン頂面にはキャビティが形成され、前記キャビティは、底壁と前記燃料噴射弁に
対向する対向側壁とを有し、前記成層燃焼時には、前記燃料噴射弁から噴射された燃料を
前記キャビティの前記底壁上を進行させて前記対向側壁によって前記点火プラグ近傍に導
くようになっていることを特徴とする請求項１又は２に記載の筒内噴射式火花点火内燃機
関。
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【請求項４】
　前記燃料噴射弁は、燃料を厚さの薄い略扇状に噴射することを特徴とする請求項１から
３のいずれか一項に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、筒内噴射式火花点火内燃機関に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　気筒内へ直接的に燃料を噴射する燃料噴射弁を具備する筒内噴射式火花点火内燃機関は
、圧縮行程後半に燃料を噴射して、点火時点において、着火性の良好な可燃混合気を点火
プラグ近傍だけに形成することにより、気筒内全体としてリーンな混合気を燃焼可能な成
層燃焼を実現するものである。
【０００３】
　こうして成層燃焼は燃料消費率の低減に有効であるが、圧縮行程において噴射された燃
料を点火までの比較的短い時間で気化させなればならず、一般的な筒内噴射式火花点火内
燃機関では、多量の燃料を必要とする機関高負荷時には成層燃焼を断念し、吸気行程で燃
料を噴射することにより、点火時点において気筒内に均質混合気を形成する均質燃焼を実
施するようになっている。
【０００４】
　このような筒内噴射式火花点火内燃機関を含めて一般的な火花点火内燃機関では、吸気
ポート及び排気ポートが気筒上部へ接続されており、吸気行程において吸気弁が開弁され
ると、吸気は吸気ポート気筒内開口周囲全体から気筒内へ導入され、気筒内には、全体的
にシリンダボア排気ポート側を下降してシリンダボア吸気ポート側を上昇するタンブル流
が形成される。
【０００５】
　このような縦方向に旋回するタンブル流は、気筒上部への吸気ポートの接続方向及び吸
気ポート形状によって強めることも弱めることも可能である。タンブル流を強めると、均
質燃焼時において吸気行程で噴射された燃料はタンブル流によって十分に攪拌され、点火
時点において良好な均質混合気を気筒内に形成することが可能となる。しかしながら、強
いタンブル流は、圧縮行程となってピストンが上昇しても依然として気筒内を縦方向に旋
回し、圧縮行程後半においても消滅することなく気筒内に乱れをもたらすために、成層燃
焼に際して点火プラグ近傍の可燃混合気を点火以前に分散させ、良好な成層燃焼を実現す
ることを難しくする。また、タンブル流を弱めると、成層燃焼時における可燃混合気の分
散の問題は解決されるが、均質燃焼時においてタンブル流による燃料の十分な攪拌が行わ
れず、良好な均質混合気を形成することができなくなる。
【０００６】
　特開平１０－２５２４７７号公報には、成層燃焼に際して、圧縮行程後半に吸気弁側に
配置された燃料噴射弁からピストン頂面に形成されたキャビティ内へ燃料を噴射する筒内
噴射式火花点火内燃機関において、吸気ポート気筒内開口における排気ポート隣接側にマ
スク壁を形成し、吸気弁可変リフト機構を使用して、成層燃焼時には吸気弁のリフト量を
減少させることが開示されている。
【０００７】
　それにより、成層燃焼時には、吸気は吸気行程中において吸気ポート気筒内開口のマス
ク壁の反対側からのみ気筒内へ導入され、気筒内には、全体的にシリンダボア吸気ポート
側を下降してシリンダボア排気ポート側を上昇するタンブル流が形成される。このタンブ
ル流は、前述のタンブル流と旋回方向が逆であるために、以下、逆タンブル流と称し、前
述のタンブル流は正タンブル流と称する。
【０００８】
　こうして成層燃焼時に気筒内に形成される逆タンブル流は、吸気行程全体に渡り形成さ
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れるために比較的強いものである。それにより、この逆タンブル流は、圧縮行程において
も依然として気筒内を縦方向に旋回し、圧縮行程のピストン上昇に伴ってキャビティ内へ
侵入して、圧縮行程後半においてキャビティ内を縦方向に旋回する旋回流となる。前述の
従来技術では、成層燃焼時において、この旋回流によってキャビティ内で気化させた燃料
を点火プラグ近傍に導いて可燃混合気を形成することを意図している。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
　しかしながら、このような旋回流は、例えキャビティ内の気化燃料を点火プラグ近傍に
導いたとしても、点火プラグ近傍の可燃混合気を点火以前に分散させるようにも機能する
ために、良好な成層燃焼を実現できない可能性がある。このように、成層燃焼時において
、少なくとも圧縮行程後半に気筒内に旋回流による乱れが存在すると、点火プラグ近傍の
可燃混合気を点火以前に分散させる可能性が高く、成層燃焼には好ましくない。
【００１０】
　従って、本発明の目的は、成層燃焼と均質燃焼とを切り換えて実施する筒内噴射式火花
点火内燃機関において、成層燃焼に際して圧縮行程後半の気筒内の乱れを防止すると共に
、均質燃焼時には吸気行程で十分に燃料を攪拌して気筒内に良好な均質混合気を形成する
ことである。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　本発明による請求項１に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関は、点火プラグと、気筒内
へ直接的に燃料を噴射する燃料噴射弁とを具備して圧縮行程燃料噴射による成層燃焼と吸
気行程燃料噴射による均質燃焼とを実施する筒内噴射式火花点火内燃機関において、前記
成層燃焼時には吸気行程で気筒内に形成されるタンブル流を前記均質燃焼時に比較して弱
くすることを可能とするタンブル流強弱可変手段を具備し、前記タンブル流強弱可変手段
は、吸気ポート内へ流入する吸気圧力を変化させるための吸気圧可変機構を有し、前記成
層燃焼時には前記均質燃焼時に比較して前記吸気圧可変機構により少なくとも吸気弁のリ
フト後半において前記吸気圧力を減少させることを特徴とする。
【００１２】
【００１３】
【００１４】
【００１５】
【００１６】
　また、本発明による請求項２に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関は、請求項１に記載
の筒内噴射式火花点火内燃機関において、前記タンブル流強弱可変手段は、前記成層燃焼
時には前記均質燃焼時に比較して前記吸気圧可変機構により少なくとも前記吸気弁のリフ
ト前半において前記吸気圧力を増加させることを特徴とする。
【００１７】
【００１８】
【００１９】
【００２０】
【００２１】
【００２２】
【００２３】
【００２４】
【００２５】
【００２６】
【００２７】
【００２８】
　また、本発明による請求項３に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関は、請求項１又は２
に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関において、ピストン頂面にはキャビティが形成され
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、前記キャビティは、底壁と前記燃料噴射弁に対向する対向側壁とを有し、前記成層燃焼
時には、前記燃料噴射弁から噴射された燃料を前記キャビティの前記底壁上を進行させて
前記対向側壁によって前記点火プラグ近傍に導くようになっていることを特徴とする。
【００２９】
　また、本発明による請求項４に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関は、請求項１から３
のいずれか一項に記載の筒内噴射式火花点火内燃機関において、前記燃料噴射弁は、燃料
を厚さの薄い略扇状に噴射することを特徴とする。
【００３０】
【発明の実施の形態】
　図１は、本発明による筒内噴射式火花点火内燃機関の を示す概略縦断面図である
。同図において、１は吸気ポート、２は排気ポートである。吸気ポート１は吸気弁３を介
して、排気ポート２は排気弁４を介して、それぞれ気筒内へ通じている。５はピストンで
あり、６は気筒上部略中心に配置された点火プラグであり、７は気筒上部周囲から気筒内
へ直接的に燃料を噴射する燃料噴射弁である。燃料噴射弁７は、燃料のベーパを防止する
ために、燃焼室内において吸気流により比較的低温度となる吸気ポート１側に配置されて
いる。
【００３１】
　図２はピストン５の平面図である。図１及び２に示すように、ピストン５頂面には、凹
状のキャビティ８が形成されている。キャビティ８は、ピストン５頂面の燃料噴射弁７側
に偏在している。燃料噴射弁７は、スリット状の噴孔を有し、燃料を厚さの薄い扇状に噴
射するものである。成層燃焼を実施するためには、図１及び２に示すように、圧縮行程末
期において燃料をピストン５頂面に形成されたキャビティ８内へ噴射する。斜線で示す噴
射直後の燃料は液状であるが、キャビティ８の底壁８ａに沿って進行してキャビティ８の
燃料噴射弁対向側壁８ｂによって点火プラグ６近傍に導かれるまでに気化し、点火時点に
おいては、ドットで示す着火性の良好な可燃混合気となる。こうして、点火プラグ６近傍
にだけに可燃混合気を形成することにより、気筒内全体としてはリーンな混合気を燃焼可
能とする成層燃焼を実現することが意図されている。
【００３２】
　厚さの薄い扇状の燃料噴霧は、キャビティ８の底壁８ａに沿って進行する際に幅方向に
拡がるために、キャビティ８の底壁８ａの広範囲部分から良好に熱を吸収することができ
る。キャビティ８の底壁８ａ上を幅方向に拡がった燃料において、燃料中央部は、キャビ
ティ８の燃料噴射弁に対向する対向側壁８ｂによって上方向へ向かう速度成分が付与され
点火プラグ６近傍へ向かい、燃料両側部は、ピストン平面視において円弧状とされたキャ
ビティ８の対向側壁８ｂに対してそれぞれ鋭角に衝突して、上方向へ向かう速度成分が付
与されると共に中央方向へ向かう速度成分も付与され、点火プラグ６近傍へ向かう。こう
して、厚さの薄い扇状の燃料噴霧は、従来の円錐状の燃料噴霧に比較して、点火プラグ６
近傍に気化程度の良好な可燃混合気を形成することができる。それにより、成層燃焼時の
燃料噴射量を増加させることが可能となり、燃料消費率の低い成層燃焼を高負荷側へ拡大
することができる。しかしながら、本発明は、このような扇状の燃料噴霧を実現する燃料
噴射弁を必須の構成要素として有するものではなく、円錐状又は柱状等の燃料噴霧を実現
する燃料噴射弁も使用可能である。
【００３３】
　扇状の燃料噴霧によっても、機関高負荷時となって多量の燃料が必要とされる時には、
圧縮行程末期だけで燃料を噴射することが難しくなり、吸気行程で燃料を噴射して均質燃
焼が実施される。
【００３４】
　良好な成層燃焼を実現するためには、点火時点において、点火プラグ６近傍に可燃混合
気を維持することが必要である。一般的に、吸気行程において吸気弁３が開弁されると、
吸気は吸気ポート１の気筒内開口周囲全体から気筒内へ導入され、気筒内には、全体的に
シリンダボア排気ポート側を下降してシリンダボア吸気ポート側を上昇する正タンブル流

10

20

30

40

50

(4) JP 3903657 B2 2007.4.11

参考例



が形成される。この正タンブル流は、気筒上部への吸気ポート１の接続方向及び吸気ポー
ト１形状等によって強めることも弱めることも可能であるが、常に強くすると、圧縮行程
後半においても気筒内に持続され気筒内に乱れを発生させるために、成層燃焼時において
点火プラグ６近傍に形成した可燃混合気を着火以前に分散させ、良好な成層燃焼の実現が
困難となる。また、常に弱くすると、均質燃焼時において吸気行程で噴射される燃料を十
分に攪拌させることができず、良好な均質燃焼の実現が困難となる。
【００３５】
　この問題を解決するために、本 では、吸気弁３及び排気弁４を駆動するために、
一般的なカムではなく、電磁式又は油圧式のアクチュエータ１０，１１が使用されている
。このようなアクチュエータ１０，１１は、作動ストロークを容易に変化させることがで
きる。本実施形態において、特に、吸気弁３のアクチュエータ１０は、図３に一点鎖線で
示すように、吸気弁３の大きなリフト量を実現する第一作動位置と、これに対して図３に
実線で示すように、吸気弁３の小さなリフト量を実現する第二作動位置との少なくとも二
段階の作動が可能となっている。
【００３６】
　本 において、均質燃焼時には、アクチュエータ１０を第一作動位置として吸気弁
３を大きなリフト量で開弁させ、この時に、気筒内には強い正タンブル流が形成されるよ
うに吸気ポート１の形状及び気筒上部への接続方向が選択されている。こうして、均質燃
焼時には、強い正タンブル流によって吸気行程で噴射された燃料は十分に攪拌され、点火
時点においては、気筒内に十分に均一化された均質混合気が形成されるために、良好な均
質燃焼が実現可能である。この強い正タンブル流は、前述したように、圧縮行程後半にお
いても持続して気筒内に乱れを発生させ、この乱れは、均質燃焼における燃焼速度を増加
させるために、さらに均一燃焼を良好なものとすることができる。
【００３７】
　一方、成層燃焼時には、アクチュエータ を第二作動位置として吸気弁３を小さなリ
フト量で開弁させるようになっている。それにより、吸気導入に際して吸入空気量はかな
り低減するために、気筒内には弱いタンブル流しか形成されない。こうして、弱いタンブ
ル流は少なくとも圧縮行程前半には消滅し、圧縮行程後半には気筒内の乱れが発生しない
ために、点火プラグ６近傍に形成された可燃混合気が点火以前に分散させられることはな
く、良好な成層燃焼が実現可能である。
【００３８】
【００３９】
【００４０】
【００４１】
【００４２】
【００４３】
【００４４】
【００４５】
　図 は、本発明による筒内噴射式火花点火内燃機関 施形態を示す全体構成図である
。同図において、１００は前述同様な内部構造の気筒を四つ有する機関本体であり、１０
１は吸気系であり、１０２は排気系である。排気系１０２は、各気筒から排出された排気
ガスを排気集合部を介して大気中へ放出するようになっている。一方、吸気系１０１は、
サージタンク２０１と、サージタンク２０１の上流側の吸気通路３０１と、サージタンク
２０１と各気筒とを連通する吸気ポート４０１とを有している。
【００４６】
　サージタンク２０１には、サージタンク２０１内の吸気圧力を増減するためにスピーカ
２０２が配置されている。スピーカ２０２は、金属等の比較的強い強度を有する材料から
形成された振動板２０２ａと、振動板２０２ａを加振するための加振器２０２ｂとを有し
ている。１０３は、スピーカ２０２へ加振信号を提供するための制御装置であり、サージ
タンク２０１内の吸気圧力を検出するための圧力センサ２０３が接続されている。図 は
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、吸気弁のリフト量に対する気筒内に発生する気流の強さを示すグラフである。このグラ
フに示すように、吸気弁のリフト量が大きくなるほど気筒内に形成される気流が強くなる
ことが判る。
【００４７】
　本実施形態では、成層燃焼時において、少なくともリフト量が大きくなる吸気弁のリフ
ト後半にスピーカ２０２によってサージタンク２０１の容積を増大させてサージタンク２
０２内の吸気圧力を減少するようになっている。それにより、吸気弁のリフト後半に気筒
内に発生する気流を弱くして、気筒内に弱いタンブル流を形成する。こうして形成される
弱いタンブル流は少なくとも圧縮行程前半には消滅し、圧縮行程後半には気筒内の乱れが
発生しないために、点火プラグ近傍に形成された可燃混合気が点火以前に分散させられる
ことはなく、良好な成層燃焼が実現可能である。
【００４８】
　各気筒毎にサージタンクのような容積部を有し、各容積部にスピーカ２０２のような吸
気圧可変手段が設けられている場合には、もちろん、各気筒の吸気行程全体に渡り対応す
るスピーカによって対応する容積部の容積を増大させ、気筒内に形成されるタンブル流を
さらに弱くすることも可能である。この場合には、各気筒の次回の吸気行程に備えて、そ
れまでにスピーカによって容積室の容積を基に戻せば良い。しかしながら、本実施形態の
ように、各気筒共通の容積部であるサージタンク２０１に吸気圧可変手段が設けられてい
る場合には、次に吸気行程を迎える気筒に備えて、吸気行程終了直前又は直後にサージタ
ンク２０１の容積を戻す必要がある。こうして、各気筒の吸気行程において、主に吸気弁
のリフト後半だけにサージタンク２０１内の吸気圧力が減少させられる。
【００４９】
　また、こうして、吸気圧力が減少させられると、気筒内へ導入される吸気量が減少する
こととなるために、これを防止するために、図 に示すように、気筒内に強い気流が発生
し難い吸気弁のリフト前半には、スピーカ２０２によって逆にサージタンク２０１の容積
を減少させて吸気圧力を増加させるようにしても良い。
【００５０】
　一方、均質燃焼時には、逆に、少なくともリフト量が大きくなる吸気弁のリフト後半に
スピーカ２０２によってサージタンク２０１の容積を減少させてサージタンク２０２内の
吸気圧力を増加するようになっている。それにより、吸気弁のリフト後半に気筒内に発生
する気流をさらに強くして、気筒内に強いタンブル流を形成する。こうして形成される強
い正タンブル流は、吸気行程で噴射された燃料を十分に攪拌し、点火時点において、気筒
内に十分に均一化された均質混合気が形成されるために、良好な均質燃焼が実現可能であ
る。この強い正タンブル流は、前述同様に、圧縮行程後半においても持続して気筒内に乱
れを発生させ、この乱れは、均質燃焼における燃焼速度を増加させるために、さらに均一
燃焼を良好なものとする。
【００５１】
　成層燃焼時で説明したと同様に、各気筒毎に容積部を有して各容積部にスピーカ２０２
のような吸気圧可変手段が設けられている場合には、もちろん、各気筒の吸気行程全体に
渡り対応するスピーカによって対応する容積部の容積を減少させ、気筒内に形成されるタ
ンブル流をさらに強くすることも可能である。この場合には、各気筒の次回の吸気行程に
備えて、それまでにスピーカによって容積室の容積を基に戻せば良い。しかしながら、本
実施形態のように、各気筒共通の容積部であるサージタンク２０１に吸気圧可変手段が設
けられている場合には、次に吸気行程を迎える気筒に備えて、吸気行程終了直前又は直後
にサージタンク２０１の容積を戻す必要がある。こうして、図 に示すように、各気筒の
吸気行程において、主に吸気弁のリフト後半だけにサージタンク２０１内の吸気圧力が増
加させられる。
【００５２】
【００５３】
【００５４】

10

20

30

40

50

(6) JP 3903657 B2 2007.4.11

６

７



【００５５】
【００５６】
【００５７】
【００５８】
【００５９】
【００６０】
【００６１】
【００６２】
【００６３】
【００６４】
【００６５】
【００６６】
【００６７】
【００６８】
【００６９】
【００７０】
【００７１】
【００７２】
【００７３】
【００７４】
【００７５】
【００７６】
　前述し 施形態において、均質燃焼時には気筒内に強い正タンブルを形成し、成層燃
焼時には気筒内に弱い正タンブル流が形成されるようにしたが、本発明は、成層燃焼時の
全てにおいて、弱い正タンブル流を形成することを意図してはいない。
【００７７】
　 実施形態のように、燃料噴射弁７が吸気ポート側に配置され、ピストン５頂面に形成
されたキャビティ８が吸気ポート側に偏在している場合には、圧縮行程において、正タン
ブル流はキャビティ８内へは流入し難く、ピストン頂面に沿って移動する。それにより、
成層燃焼時において、圧縮行程後半に弱い正タンブル流が形成されていると、この正タン
ブル流は、キャビティ８内に噴射された燃料をキャビティ８内に留めるように機能する。
【００７８】
　通常の成層燃焼時には、点火時点において、キャビティ８外に位置する点火プラグ６近
傍に可燃混合気を形成することにより、空気利用率の高い良好な成層燃焼が意図されてい
る。この時に、正タンブル流によって気筒内に乱れが発生していると、可燃混合気を分散
させることとなる。この一方で、高回転側で成層燃焼を実施する場合には、ピストン５の
上昇速度が速くなって、キャビティ８内で気化して点火プラグ６へと上昇する可燃混合気
の速度を上回り、可燃混合気がキャビティ８外へと上昇できなくなるために、点火時点に
おいて、点火プラグ６をキャビティ８内へ進入させるようになっている。このような成層
燃焼時においては、正タンブル流によって気化燃料をキャビティ８内に留めた方が、可燃
混合気は一塊となり易く、良好な成層燃焼が実現される。それにより、前述し 施形態
において、高回転側の成層燃焼時では、前述した均質燃焼時と成層燃焼時との中間強さの
正タンブルを形成するようにしても良い。
【００７９】
【００８０】
　前述した実施形態の筒内噴射式火花点火内燃機関において、ピストン頂面のキャビティ
は、燃料が衝突する底壁と、底壁上を進行する燃料を点火プラグ近傍に導く対向側壁とを
形状的に区別可能なものである。しかしながら、これは、本発明を限定するものではない
。例えば、キャビティが略半球形状である場合のように、底壁と対向側壁とが形状的には
区別できなくても、本発明においては、燃料が衝突する部分をキャビティ 底壁として、
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また、この底壁上を進行する燃料を点火プラグ近傍に導く部分をキャビティの対向側壁と
して意図していることは明らかである。
【００８１】
　また、ピストン頂面のキャビティは本発明を限定するものではない。例えば、ピストン
頂面にキャビティを形成することなく、噴射燃料によって直接的に点火プラグ近傍に可燃
混合気を形成する筒内噴射式火花点火内燃機関においても本発明は適用可能である。
【００８２】
【発明の効果】
　このように、本発明による筒内噴射式火花点火内燃機関によれば、点火プラグと、気筒
内へ直接的に燃料を噴射する燃料噴射弁とを具備して圧縮行程燃料噴射による成層燃焼と
吸気行程燃料噴射による均質燃焼とを実施する筒内噴射式火花点火内燃機関において、成
層燃焼時には吸気行程で気筒内に形成されるタンブル流を均質燃焼時に比較して弱くする
ことを可能とするタンブル流強弱可変手段を具備し、タンブル流強弱可変手段は、吸気ポ
ート内へ流入する吸気圧力を変化させるための吸気圧可変機構を有し、成層燃焼時には均
質燃焼時に比較して吸気圧可変機構により少なくとも吸気弁のリフト後半において吸気圧
力を減少させるために、均質燃焼時には強いタンブル流によって噴射燃料を十分に攪拌し
て気筒内に良好な均質混合気を形成することができ、成層燃焼時にはタンブルを弱めて圧
縮行程後半までに消滅させ、圧縮行程後半の気筒内の乱れを防止することができる。
【００８３】
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明による筒内噴射式火花点火内燃機関の を示す概略気筒内縦断面図
である。
【図２】　 におけるピストン頂面の平面図である。
【図３】　 における吸気弁の動作を説明する図である。
【図４】　本発明による筒内噴射式火花点火内燃機関 施形態を示す である
。
【図５】　 である。
【図６】　

。
【図７】　

。
【符号の説明】
１…吸気ポート
２…排気ポート
３…吸気弁
４…排気弁
５…ピストン
６…点火プラグ
７…燃料噴射弁
８…キャビティ
８ａ…底壁
８ｂ…燃料噴射弁対向側壁
１０，１１…アクチュエータ
２０１…サージタンク
２０２…スピーカ
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である
均質燃焼時のクランク角度に対するサージタンク内の吸気圧変化を示すグラフ
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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